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明石市公設地方卸売市場の指定管理者業務に関する仕様書 

 

明石市公設地方卸売市場（以下「市場」という。）の指定管理者による管理運営の基準は、

募集要項のほか、この仕様書によるものとします。 

 

１ 運営のあり方 

市場は、安全、安心な生鮮食料品の安定供給の確保、生産及び流通の円滑化を達成し、

もって市民生活の安定、向上に資するために設置されています。よって、指定管理者は、

この基本理念と指定管理者制度の利点を最大限に発揮できるよう、次に掲げる項目に基

づいて管理を行わなければなりません。 

⑴ 利用者の平等な利用を確保し、公平公正な施設の運営に努めること。 

⑵ 市場の活性化を図る事業を積極的に行うこと。 

⑶ 市場の適切な維持管理に努めること。 

⑷ 市場における売買取引が、公正かつ効率的に行われるようにすること。 

⑸ 市民や利用者の意見を管理運営に反映させること。 

⑹ 統括責任者を配置し、効率的な運営を行うこと。 

⑺ 住民サービスの向上に努めること。 

⑻ 個人情報の保護に努めること。 

⑼ 関係法令を遵守し、利用者の安全を確保すること。 

   

２ 施設及び物品等の内容 

⑴ 施設の配置図について 

関連資料集のとおり 

⑵ 修繕等の実施 

指定管理者の管理範囲内施設及び設備全般について、破損、故障等が発生した場合又

は短期間のうちに確実に破損、故障等が見込まれる場合は、速やかに修繕等を行ってい

ただきます。また、指定管理者が行う施設の修繕にあたって、１件当たり 50 万円を超

える大規模修繕は明石市（以下「市」という。）との協議事項とします。また、執行に

あたっては、入札等を実施し、費用の節減に努めてください。 

⑶ 備品の管理 

指定管理者は、使用に支障をきたさないように備品の管理を行うとともに不具合の生

じた備品については、随時修繕を行ってください。なお、指定管理者が利用料金により

補充した備品の所有権は市に帰属するものとします。また、購入にあたっては、入札等

を実施し、費用の節減に努めてください。 

 

３ 管理の基準  

⑴ 開場の時間 
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① 午前３時から午後８時 

② 指定管理者から、①を前提として開場時間の延長を提案することができます。 

⑵ 開場の期日 

市場は、次に掲げる日（以下「休日」という。）を除き、毎日開場するものとします。

ただし、指定管理者が消費者及び出荷者等の利益を確保するために特に必要と認めると

きは、休日に開場し、又はこれらの者の利益を著しく阻害しないと認めるときは、休日

以外の日に開場しないことができます。 

① 日曜日（１月５日及び 12 月 25 日から 12月 31 日までの日曜日を除く。） 

② 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

③ １月２日から１月４日まで 

(3) 業務の品質向上及び効率化 

指定管理者は、業務の品質向上及び効率化を目的として、市に対して書面による事前

提案を行い、承認を受けることで、仕様の一部を変更することができます。 

(4) 個人情報保護及び守秘義務 

明石市個人情報保護条例及び明石市公の施設の指定管理者の指定等の手続に関する

条例の規定に基づき、指定管理者は個人情報を適正に管理するために必要な措置を講じ

なければなりません。また、指定管理者及びその従事者は、当該施設の管理業務に関し

て知り得た秘密をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなりません。こ

のことは、指定期間が満了し、若しくは指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた

後においても同様です。 

(5) 情報の公開 

市は、明石市情報公開条例及び明石市公の施設の指定管理者の指定等の手続に関する

条例に基づき、指定管理者が保有する情報について開示請求があったときは、指定管理

者に対して、当該情報を提出するよう求めるものとし、指定管理者は、速やかにこれに

応じなければなりません。 

(6) 行政手続きにおける指定管理者の責務 

指定管理者は、施設の使用許可等の処分を行う場合は、明石市行政手続条例の規定す

る範囲内で、以下のとおり、行政庁として同条例に規定する責務を果たさなければなり

ません。 

① 施設の使用許可申請を受け付けた場合には、遅滞なく審査及び応答を行うとともに、

申請を拒否する場合には理由を提示してください。 

② 施設の使用許可を取り消す場合には、不利益処分にあたるため、その理由を提示し

てください。なお、この場合において、聴聞等、不利益処分を受けた者の意見陳述の

ための手続きは、市が実施します。 

(7) 文書の管理及び保存 

指定管理者が指定管理業務に伴い作成し、又は受領した文書は、明石市文書管理規程

の規定に準じ、適正に管理し、保存しなければなりません。また、指定期間が満了し、

若しくは指定を取り消されたときは、管理及び保存している文書を市に引き渡さなけれ

ばなりません。 



- 3 - 

 

(8) 危機管理及び防災 

指定管理者は、緊急時の対策及び防犯、防災等について、マニュアルを作成し、従事

者に指導及び訓練を行うとともに、マニュアル及び訓練の実施結果等について市へ報告

しなければなりません。 

(9) 障害者等への合理的配慮の提供 

指定管理者は、市の施設においてサービスを提供する立場であることから、「明石市

障害者差別解消の推進に関する職員対応要領に準拠した障害者等への合理的配慮の提

供を行ってください。 

 

４ 業務体制・人員配置の基準 

⑴ 業務体制 

指定管理者は、施設の管理業務を実施するに当たって必要な業務体制を構築し、業務

を円滑に実施すること。 

⑵ 人員体制、人員配置の基準 

本仕様書に定める基準を満たし、本業務を支障なく行うために、十分な人員を確保す

ること。 

① 統括責任者の配置 

指定管理業務及び施設の総括的な責任者を配置すること。なお、統括責任者につ

いては、卸売場業務について豊富な経験を持ち、所属職員への的確な指揮監督能力

を有する者とすること。 

② 業務責任者の配置 

市場業務に対して迅速かつ丁寧に対応できる者とし、条例及び規則等関係法令を

熟知し、円滑で公平な対応ができる者を施設ごとに配置すること。 

③ 担当者・従事者 

ア 指定管理業務を支障なく行うため、業務内容に応じた適切な人員を配置すること。 

イ その他管理運営を行うに当たり遵守すべき法令等（消防法、設備保守関係法令等）

に基づき、必要な資格を有する者を配置すること。 

 

５ 業務の内容及び達成すべき基準 

⑴ 施設の維持管理に関する業務 

施設の適切安全な運営のため以下の管理業務を行うこと。業務遂行に当たっては法令

等を遵守し、効率的・効果的な施設管理に努めること。また、市場に維持管理のための

管理要員を１名以上配置しなければなりません。 

なお、実施に際しては、指定管理者において必要な官公署の免許、許可、認可等を受

けるものとし、包括的な再委託は認められません。（個別業務について業務委託による

場合は、再委託先が必ず免許等を有していること。） 

① 防火管理者及び技術者等の選任 

   施設管理に必要な下記管理者及び技術者について、必要な資格を有した者の中から選

任し所管公官庁に届け出ていただきます。なお、各種届出の際には、市の指定管理者所
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管部署に許可を得てから届出を行ってください。 

ア 防火管理者 

イ 建築物環境衛生管理技術者 

ウ 電気主任技術者 

 ※アについては、委託することはできないため、令和５年４月１日までに資格を有

していること。 

② 消防計画の作成とそれに基づく消防防災訓練の実施及び消防用設備、防災用設備、

防火対象物点検業務 

ア 指定管理者の代表者は、防火管理に関する管理権限者としての責務を負うことと

します。 

イ 消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）第３条第１項第１号に該当する資格を有

するものを防火管理者として選任していただきます。 

ウ 消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第８条第１項により、消防計画の作成とそれ

に基づく消防訓練の実施等を行っていただきます。 

エ 消防法第８条の２の２及び消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第６号）第 31条

の６第３項第１号の規定より、市場に設置してある消防設備については、明石市消

防長に対し、定期点検報告を行ってください。点検については、防火対象物点検資

格者を有する第三者への委託は可能です。 

オ その他消防法等の関係において、必要な項目等については、市と協議の上行って

いただきます。 

③ 警備業務 

条例及び警備業法等関係法令を遵守し、警備業務を行ってください。自主警備を

行う場合は、警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）第４条の認定を受けていなけれ

ばなりません。第三者への委託は可能です。 

市場敷地内（水産物分場も含む）の建築物及び地上物件等の盗難、火災、破壊、

不法侵入の予防及び警戒、非常時における緊急処理、市場の交通整理、巡回警備、

受付等の業務を 24 時間体制で行ってください。         

④ 設備保守業務 

市場では、電気設備、機械設備、その他建築設備関係を有しており、設備の保守

管理を行っていただきます。第三者への保守管理業務の委託は可能です。 

ア 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）43 条の規定に基づき、主任技術者の届出

を行うほか、関係する各種届出を行ってください。 

イ 空調設備等の保守点検を行ってください。 

ウ その他管理運営を行うに当たり遵守すべき法令等（消防法、設備保守関係法令等）

に基づき必要な点検を行ってください。 

⑤ 建築物環境衛生業務 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）第４条

第３項の規定に基づき、特定施設の環境衛生上良好な状態を維持するほか、市場敷

地内についても同様に維持するよう屋内の維持管理を行ってください。建築物環境
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衛生業務については、第三者への委託が可能です。 

ア  建築物環境衛生管理技術者の届出を行ってください。 

イ 建築物環境衛生管理基準に従って維持管理を行ってください。 

⑥ 廃棄物処理業務 

市場内で発生する一般廃棄物及び産業廃棄物の処理及び清掃を実施することに

より、市場の美観と清潔を保持してください。クリーンセンター及び廃棄物処分場

には、指定管理者が適切に処理するよう責任を負うこととする。第三者への委託は

可能ですが、各種廃棄物処理許可業者に委託してください。 

⑦ 植木剪定 

市場内にある植木について、美観保持のため剪定を適宜行ってください。第三者

への委託が可能です。 

⑧ 水質測定 

下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第 12 条の 12 により、市場から排除する下水

の水質を測定し、結果の記録を行ってください。水質測定業者は、第三者への委託

が可能です。 

⑨ グリストラップ及び排水管等の維持管理 

グリストラップの上澄みごみの清掃及び排水管等の維持管理を行ってください。

第三者への委託が可能です。 

⑩ 食品衛生関係 

市場の取扱う生鮮食料品について、品質管理や衛生管理について、状況を把握し、

現場確認・改善指導を行ってください。 

定期的に明石保健所と協議の上、食品衛生検査を行い、食品の収去及び立会い、

検査結果による業者への指示を行ってください。（検査については、第三者への委

託は可能です。） 

⑵ 市場施設の利用に関する業務 

① 施設の使用指定（許可）及びその取消し並びにこれに関連する業務 

② 利用料金、償還金（電気、ガスの使用に係る光熱費）の徴収 

③ 市場への出入り、市場施設の利用又は物品の搬入、搬出若しくは場内における運搬

に関する指示 

④ 下記に該当する場合における入場の制限、退去命令等 

ア 明石市地方卸売市場業務条例（昭和 52 年条例第 21 号、以下「条例」という。）

第 73 条第２項に該当する場合（無許可の営業行為を行った者に対する市場外への

退去命令） 

イ 条例第 74 条第２項に該当する場合（市場への出入、市場施設の使用又は物品の

搬入、搬出及び市場内の運搬の指示に従わないものに対する入場等の禁止） 

ウ 条例第 75 条第２項に該当する場合（市場秩序の保持又は公共の利益を害する行

為を行った者に対し、入場制限等の措置） 

エ 条例第76条第２項に該当する場合（環境の保持を図るために市場入場者に対し、

入場制限等の措置） 
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⑤ 場内における交通事故発生の証明及び遺失物・拾得物の取扱い 

⑶ 卸売予定数量等の調査及び統計に関する業務 

① 卸売予定数量報告書の受理及び卸売予定数量等の掲示 

② 売上高報告書の受理並びに市場日報の作成及び掲示 

③ 卸売業者月間売上高報告書の受理並びに市場月報の作成及び掲示 

④ 市場年報の作成及び公表 

⑤ 国、県の統計調査対応事務 

⑷ 市場の広報、社会見学の受入れ、各種問い合わせ等に関する業務 

① 市場の PR パンフレット、リーフレットの作成及び配布 

② 生鮮食料品等の取扱数量等の情報提供のためのホームページの管理・運営 

③ 小学校による社会見学の受け入れ 

④ 市場への来場方法や取扱量、取扱金額、その他の問い合わせへの対応 

⑤ 各種問い合わせの場内周知事務 

⑸ 市が行う業務に対する補助 

① 卸売の業務等に関する規制関係 

市では、卸売市場法（昭和 46 年法律第 35 号）及び卸売市場法施行規則（昭和 46

年号外農林省令第 52 号）等の関係法令に基づき、卸売の業務に関する規制指導の業

務を行っています。指定管理者には、これらの業務に関して、以下のとおり、補助業

務を行っていただきます。 

ア せり人の登録関係 

せり人登録（更新）申請書の受付、登録証の引渡しなどの補助業務を行っていた

だきます。 

イ 仲卸業務の許可関係 

仲卸業務許可申請書の受付、許可書の引渡しなどの補助業務を行っていただきま

す。 

ウ 関連事業者の許可関係 

関連事業許可申請書の受付、許可書の引渡しなどの補助業務を行っていただきま

す。 

エ 売買参加者の承認関係 

売買参加者承認（更新）申請書の受付、承認書の引渡しなどの補助業務を行って

いただきます。 

オ 売買取引の規制関係 

売買取引に関する許可等、事業に関する報告等の手続きに関し、申請書、報告書

等の受理、許可書等の引渡しに関する補助業務を行っていただきます。 

⑹ 市場の活性化事業 

市場は、住民インフラとしての存在意義を踏まえつつ、商業・流通業の拠点としての

活性化・発展に努めることとしており、指定管理者には、民間のノウハウを活かした提

案及び具体的な取組みを提案してください。 

⑺ その他業務 



- 7 - 

 

① 台風・地震発生時等の業務 

台風・地震発生による大雨、暴風、津波警報時等には、市場の利用者の安全確保等

を行って下さい。 

② 施設安全点検への協力 

市管理施設の安全点検については、市と協力して実施してください。 

 

６ 利用料金 

利用料金は、募集要項に記載のとおりです。 

市場の利用料金制には使用面積に応じて徴収する面積割使用料金と、卸売業者の売上

金額及び条例第47条第２項の許可又は承認を受けて買い入れた生鮮食料品等の売上金額

に応じて徴収する売上高利用料金があります。 

  

７収支計画等 

管理運営に係る経費の額は、指定管理者に指定した後、市と指定管理者とが毎年協議

の上、決定する。 

⑴ 修繕費 

指定管理者は、収支計画書を策定する際に、修繕に必要な経費として年間 6,000 千円

を必ず計上すること。修繕の実施（見積等）は、明石市契約規則等に準じて実施するこ

と。 

年間の修繕費が上記の金額で不足が生じた場合は、市と指定管理者との協議の上、市

の予算の範囲内で市が必要な経費を補てんするものとする。 

⑵ 施設全体の光熱水費 

指定管理者が全額負担します。ただし、５⑵②にかかる電気代等については、指定管

理者より別途請求してください。 

 

８ 指定管理業務の引き継ぎ 

利用者の利便性が損なわれず、指定管理業務を 円滑に進められるよう、基本協定の締

結以後業務開始 までに、施設内での業務研修及びＯＪＴ（ On the Job Training ）等を

中心に、市から指定管理者に業務内容の引き継ぎを行うこととする 。 

 

９ その他 

⑴ 電話、ＦＡＸ、インターネット等の取扱い 

市場の電話及びＦＡＸは指定管理者に引き継ぎます。電話等を増設する場合は、指定

管理者の負担でお願いします。 

⑵ インターネット 

インターネットの利用環境については、指定管理者において準備していただきます。

費用負担も指定管理者となりますので経費として算入して下さい。ただし、配線されて

いるＬＡＮについては、使用可能です。 

⑶ ホームページ 
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ホームページは、指定管理者において開設するものとします。必要な経費については、

事業収支計画書を作成する際に、経費として算入してください（ＵＲＬ取得、サーバー

費用、ホームページの制作等）。なお、市のサーバーは使用できません。 

⑷ パソコン、コピー機等の扱い 

パソコン、コピー機（複合機）等は、貸与外とするので、指定管理者で必要数を調達

してください。 

⑸ ＡＥＤ（自動体外式除細動器）について 

備品として市がＡＥＤを設置しています。ＡＥＤ講習を受講して複数の職員が対応で

きるようにしてください。また、ＡＥＤを使用した場合はパッドなど必要な消耗品の交

換を適宜行ってください。 

⑹ 改修工事及び長期修繕計画について 

市場は、施設の老朽化等により、改修工事等が必要になる場合があります。これらの

工事が、実施された場合は、使用に制限がかかる場合もありますのであらかじめご了承

願います。なお、現在、市場に対する改修計画等はありません。 

⑺ 保険の扱い及び市と指定管理者とのリスク分担 

建物の火災保険は市が加入し、施設賠償責任保険は指定管理者において任意加入する

ものとします。その他、施設の管理運営上発生する損害賠償等のリスク分担は、協定の

中で定めます。 

⑻ 環境への配慮 

指定管理者は、省エネルギーの徹底と温室効果ガスの排出抑制に努めるとともに、廃

棄物の発生を抑制し、リサイクルの推進や適正処理に努めるなど環境に配慮した施設の

管理運営を行ってください。 

また、市の実施する環境施策などに必要な協力を行っていただきます。 

⑼ 感染症（新型コロナウイルス感染症等）対策について 

施設の特性に応じた衛生管理及び感染防止対策を講じてください。 

 


